
 

同意人事案件資料（令和４年６月県議会） 

 

 

 

区  分 定数 任 期 任期満了者 任期満了年月日 
新 た に 任 命 

しようとする者 
他の現職者 

人事委員会委員 ３人 ４年 田 中 基 康 

（任期満了） 

令和4年6月30日 

 

田 中 基 康 
鈴 木 尉 久 

長 尾  真 

監 査 委 員 ４人 

識見を有する者 

４年 

 

議員 

議員の任期 

（議員選任） 

水 田 裕一郎 

 

（議員選任） 

岸 口 みのる 

（辞任） 

令和4年6月9日 

 

（辞任） 

令和4年6月9日 

（議員選任） 

浜 田 知 昭 

 

（議員選任） 

中 野 郁 吾 

(識見を有する者) 

四 海 達 也 

 

(識見を有する者) 

花 岡 正 浩 

公安委員会委員 ５人 ３年 尾 上 広 和 

（任期満了） 

令和4年6月30日 

 

津 田 隆 雄 

小西 新右衛門 

大 内  ま す み 

澤 田  隆 

勝 田 仁 美 

 



議 事 順 序 （ 案 ）  
 

                           第３５８回定例会 
              第４日（６月９日）  

 
  １ 開 議 宣 告 
 
  ２ 諸 般 の 報 告 
   ⑴ 本日知事から追加提出された議案（件名一覧表配付）  

⑵ 提出された意見書案  
 
  ３ 議案一括上程  
     第６３号議案ないし第７２号議案  
   ⑴ 委員会審査報告  
    ① 文書報告  
       総務、健康福祉、産業労働、農政環境、建設、文教、警察  
       の各常任委員会委員長  
   ⑵ 委員長報告に対する質疑（終局）  

⑶ 討 論  
   き だ    結  議員（反対）  
   丸 尾    牧  議員（反対）  

   ⑷ 表 決（採決方法別紙のとおり）  
 
  ４ 議案上程  

諮問第１号  
   ⑴ 委員会審査報告  
    ① 文書報告（報告書配付）  
       建設常任委員会委員長  
   ⑵ 委員長報告に対する質疑（終局）  
   ⑶ 討 論（終局）  
   ⑷ 表 決（採決方法別紙のとおり）  

 
 



  ５ 追加議案一括上程  
     第７３号議案ないし第７５号議案  

⑴ 知事提案説明  
⑵ 議事順序の省略議決（簡易採決）  
⑶ 討 論  
   丸 尾    牧  議員（反対）  

   ⑷ 表 決（採決方法別紙のとおり）   
 
  ６ 請願一括上程  

⑴ 委員会審査報告  
     （請願の審査結果報告一覧表配付）  

① 文書報告  
総務、健康福祉、文教の各常任委員会委員長  

   ⑵ 委員長報告に対する質疑（終局）  
⑶ 討 論  

      庄 本  えつこ  議員  
   ⑷ 表 決（採決方法別紙のとおり）  

 
  ７ 意見書案一括上程  

意見書案第１１１号ないし意見書案第１１８号  
   ⑴ 議事順序の省略議決（簡易採決）  
   ⑵ 表 決（簡易採決）  
 
  ８ 常任委員会の閉会中の所管事務調査の報告（報告書配付）  

 
       （ 休 憩 ）  
       （ 再 開 ）  

 
  ９ 議会運営委員会の委員の選任 

   ⑴ 議会運営委員会の委員の定数の決定（簡易採決）  
   ⑵ 議会運営委員会の委員の選任（議長指名、簡易採決）  
 

10 常任委員会の委員の選任（議長指名、簡易採決） 



 
11 常任委員会の委員長及び副委員長の選任（議長指名、簡易採決） 

 

12 関西広域連合議会議員の選挙 

 ⑴ 選挙の方法  
      指 名 推 選（簡易採決）  
   ⑵ 指名の方法  
      議長による指名（簡易採決）  
   ⑶ 議長指名  

北 浜  みどり  議員  
原    テツアキ  議員        

   ⑷ 当選人の決定（簡易採決）  
   ⑸ 当選告知（口頭）  
 
  13 兵庫県競馬組合議会議員の選挙  

 ⑴ 選挙の方法  
      指 名 推 選（簡易採決）  
   ⑵ 指名の方法  
      議長による指名（簡易採決）  
   ⑶ 議長指名  

中 田  慎 也  議員  
中 田  英 一  議員  
春 名  哲 夫  議員  

        黒 川    治    議員  
        島 山  清 史  議員  
   ⑷ 当選人の決定（簡易採決）  
   ⑸ 当選告知（口頭）  
 

    14 兵庫県・神戸市調整会議構成員の選挙 

⑴ 選挙の方法  
      指 名 推 選（簡易採決）  
   ⑵ 指名の方法  
      議長による指名（簡易採決）  



   ⑶ 議長指名  
   ⑷ 当選人の決定（簡易採決）  
   ⑸ 当選告知（口頭）  
 

  15 常任委員会並びに議会運営委員会の閉会中の継続調査（簡易採決）  
 

16 閉 会 宣 告 
 
  17 閉会あいさつ  
          議 長  
          知 事  



正副議長辞職及び選挙順序（  案  ）  
 
  １ 議長辞職許可の件、日程追加上程（簡易採決）  

 
          辞職許可（簡易採決）                                               
         ○ 藤本百男議長退任あいさつ  

 
  ２ 議長選挙、日程追加上程（簡易採決）  

 
 （ 議場閉鎖 ）  

 
   ⑴ 開票立会人の指名（議長指名、簡易採決）  

門    隆 志  議員  
    庄 本  えつこ    議員  

風 早  ひさお  議員  
    竹 尾  ともえ     議員  
    向 山  好 一  議員  

岡    つよし  議員  
 
   ⑵ 投 票（単記無記名）  

 
   ⑶ 開 票  

 
   ⑷ 当選人の決定  

 
            （ 議場開鎖 ）  

 
   ⑸ 当選告知（口頭）  
          ○   議長就任あいさつ  

 
            （副議長と議長が議長席交代）  

 



 
３ 副議長辞職許可の件、日程追加上程（簡易採決）  

 
          辞職許可（簡易採決）                                               
          ○ 谷口俊介副議長退任あいさつ  
 
  ４ 副議長選挙、日程追加上程（簡易採決）  

 
           （ 議場閉鎖 ）  

 
   ⑴ 開票立会人の指名（議長指名、簡易採決）  

門    隆 志  議員  
    庄 本  えつこ    議員  

風 早  ひさお  議員  
    竹 尾  ともえ     議員  
    向 山  好 一  議員  

岡    つよし  議員  
 
   ⑵ 投 票（単記無記名）  

 
   ⑶ 開 票  

 
   ⑷ 当選人の決定  

 
           （ 議場開鎖 ）  

 
   ⑸ 当選告知（口頭）  
          ○   副議長就任あいさつ  



 

本 日 議 決 予 定 の 議 案 （ 議 決 順 ） 

 

第 ３ ５ ８ 回 定 例 会 

令 和 ４ 年 ６ 月 ９ 日 

                                         

（６月１日に提出された議案） 

１ 起立採決    

第 ６８ 号議案 本人確認情報の提供、利用及び保護に関する条例の一部を改正 

        する条例 

第 ７１ 号議案 主要地方道加古川小野線東播磨道北工区宗佐第４高架橋上部工 

        事請負契約の締結 

 

２ 起立採決    

第 ６５ 号議案 兵庫県議会議員及び兵庫県知事の選挙における選挙運動用自動 

        車の使用並びに選挙運動用ビラ及び選挙運動用ポスターの作成 

        の公営に関する条例の一部を改正する条例 

 

３ 簡易採決 

第 ６３ 号議案 令和４年度兵庫県一般会計補正予算（第１号） 

第 ６４ 号議案 職員の子育て支援に関する条例の一部を改正する条例 

第 ６６ 号議案 使用料及び手数料徴収条例の一部を改正する条例 

第 ６７ 号議案 兵庫県営住宅の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条 

        例 

第 ６９ 号議案 水難事故等の防止に関する条例の一部を改正する条例 

第 ７０ 号議案 兵庫県立但馬ドーム修繕工事請負契約の締結 

第 ７２ 号議案 主要地方道豊岡竹野線城崎大橋橋梁下部工工事請負契約の締結 

 

４ 簡易採決 

諮 問 第 １ 号 県営住宅入居許可処分に対する審査請求に関する諮問 

 

（本日追加提出された議案） 

１ 起立採決    

第 ７４ 号議案 監査委員の選任の同意 



 

 

２ 簡易採決    

第 ７３ 号議案 人事委員会の委員の選任の同意 

第 ７５ 号議案 公安委員会の委員の任命の同意 



本 日 議 決 予 定 の 請 願 （ 議 決 順 ） 
 

第 ３ ５ ８ 回 定 例 会 
令 和 ４ 年 ６ 月 ９ 日 

                                          
Ⅰ 審 査 結 果 報 告  
  
 １ 起 立 採 決 （委員長報告、不採択）  
    第６６号  日本政府に核兵器禁止条約への署名、批准を求める意見書提出の

件 
 
 
 ２ 起 立 採 決 （委員長報告、不採択） 
    第６７号  後期高齢者医療費窓口負担２割の撤回を求める意見書提出の件 
 
 
 ３ 簡 易 採 決 （委員長報告、採 択） 
    第６８号  特別支援学校統合計画を見直し、教育の充実を求める件 



第３５８回定例兵庫県議会  
議 事 日 程 （ 第 ４ 号 ） 

 
令和４年６月９日  
午前１１時開議  

 
   第 １   第６３号議案ないし第７２号議案  
          委 員 長 報 告 
          討    論  
          表    決  
 
   第 ２   諮問第１号  
          委 員 長 報 告 
          表    決  
 
   第 ３   第７３号議案ないし第７５号議案  
          知事提案説明  
          討    論  

表    決  
 

第 ４   請   願  
          委 員 長 報 告 
          討    論  
          表    決  
 
   第 ５   意見書案第１１１号ないし意見書案第１１８号  
 
   第 ６   常任委員会の閉会中の所管事務調査の報告  

 
   第 ７   議会運営委員会の委員の選任  
 

第 ８   常任委員会の委員の選任  
 

   第 ９   常任委員会の委員長及び副委員長の選任  
 

   第 10   関西広域連合議会議員の選挙 

 

   第 11   兵庫県競馬組合議会議員の選挙 

 

   第 12   兵庫県・神戸市調整会議構成員の選挙 

 

   第 13   常任委員会並びに議会運営委員会の閉会中の継続調査 



本 日 知 事 か ら 追 加 提 出 さ れ た 議 案 

 

第 ３ ５ ８ 回 定 例 会 

令 和 ４ 年 ６ 月 ９ 日 

 

第 ７３ 号議案 人事委員会の委員の選任の同意 

第 ７４ 号議案 監査委員の選任の同意 

第 ７５ 号議案 公安委員会の委員の任命の同意 



  

請 願 の 審 査 結 果 報 告 一 覧 表 

 

第 ３ ５ ８ 回 定 例 会 

令 和 ４ 年 ６ 月 ９ 日 

委 員 会 名請願番号 件      名 審 査 結 果 備  考 

総 務

常任委員会 

第６６号 日本政府に核兵器禁止条約への署名、

批准を求める意見書提出の件 

不採択とすべきもの  

健 康 福 祉

常任委員会 

第６７号 後期高齢者医療費窓口負担２割の撤

回を求める意見書提出の件 

不採択とすべきもの  

文 教

常任委員会 

第６８号 特別支援学校統合計画を見直し、教育

の充実を求める件 

採択すべきもの 当局送付 

 



意 見 書 案 提 出 書 

 
別紙「地域農業の維持・振興のために消費税の適格請求書等保存方式(インボ

イス制度)導入にあたっての適切な措置を求める意見書」(案)について議決の

上、関係方面に提出されたく、兵庫県議会会議規則第15条第１項の規定に基づき

提出します。 

（理由） 
 本県の公益に関わる事案であり、関係方面に然るべき対応を求めるため 
 
  令和４年６月９日  

 
 兵庫県議会議長  藤 本 百 男  様 
 
         提出者 兵庫県議会議員          伊  藤     傑 

            〃        内  藤  兵  衛 

             〃        上  野  英  一 

            〃        伊  藤  勝  正 

             〃        高  橋  みつひろ 

            〃        ね り き  恵  子 

             〃        北  口  寛  人 

            〃        山  口  晋  平 

            〃        黒  田  一  美 

             〃        島  山  清  史 

            〃        齊  藤  真  大 

             〃        き  だ     結 

            〃        村  岡  真 夕 子 

            〃        か わ べ  宣  宏 

            〃        五  島  壮 一 郎 

            〃        北  上  あきひと 

             〃        竹  尾  と も え 

             〃        門     隆  志 

             〃        入  江  次  郎 

              

111の(1)



意見書案  第 111 号                                         

 

      地域農業の維持・振興のために消費税の適格請求書等保 

存方式(インボイス制度)導入にあたっての適切な措置を 

求める意見書 

 

令和５年 10 月から導入予定の消費税適格請求書等保存方式（以下「インボ

イス制度」という。）のもとでは、適格請求書発行事業者ではない事業者から

の仕入れでは税額控除ができないことから、取引先から適格請求書発行事業者

となって適格請求書（インボイス）を発行するなどの対応を求められることが

想定される。このため、農業経営体の出荷先の多くは農業協同組合（以下「農

協」という。）であることから、すでに特例（農協特例等）が設定されてい

る。 

しかしながら、本県の数々の地域農産物ブランドを支え、地域農業を担って

いるのは多くの小規模農家であるという実態があることや、野菜の４割が卸売

市場外流通という状況がある。農協以外の民間事業者への出荷や、レストラン

等に直接卸す場合などは特例が適用されないため、免税事業者である多くの小

規模農家の経営に影響を与えることが懸念される。 

よって、国におかれては、地域農業の担い手である小規模農家が営農を継続

するとともに、農業への新規参入検討を促進し、安定的な経営が可能となるよ

う特例により消費税インボイス制度を適用しないなど、適切な措置を講ずるよ

う強く要望する。 

 

以上、地方自治法第 99 条の規定により意見書を提出する。 

 

  

111の(2)



令和４年６月９日 

 

衆議院議長  

様 

参議院議長  

内閣総理大臣  

内閣官房長官  

総務大臣  

財務大臣  

農林水産大臣   

 

兵庫県議会議長  藤 本 百 男 

111の(3)



 



意 見 書 案 提 出 書 

 
別紙「食料安全保障及び持続可能な農業振興の対策強化を求める意見書」(案)

について議決の上、関係方面に提出されたく、兵庫県議会会議規則第15条第１項

の規定に基づき提出します。 

（理由） 
 本県の公益に関わる事案であり、関係方面に然るべき対応を求めるため 
 
  令和４年６月９日  

 
 兵庫県議会議長  藤 本 百 男  様 
 
         提出者 兵庫県議会議員          伊  藤     傑 

            〃        内  藤  兵  衛 

             〃        上  野  英  一 

            〃        伊  藤  勝  正 

             〃        高  橋  みつひろ 

            〃        ね り き  恵  子 

             〃        北  口  寛  人 

            〃        山  口  晋  平 

            〃        黒  田  一  美 

             〃        島  山  清  史 

            〃        齊  藤  真  大 

             〃        き  だ     結 

            〃        村  岡  真 夕 子 

            〃        か わ べ  宣  宏 

            〃        五  島  壮 一 郎 

            〃        北  上  あきひと 

             〃        竹  尾  と も え 

             〃        門     隆  志 

             〃        入  江  次  郎 

              

 

112の(1)



意見書案  第 112 号                                         

 

食料安全保障及び持続可能な農業振興の対策強化を求める意見書 

 

我が国の食料自給率は、37％と主要先進国の中で最低の水準にあり、今後世

界の食料需給が中長期的に逼迫することが懸念されている。 

さらに、頻発する大規模自然災害やコロナ禍などの新たな危機のほか、円安

やウクライナ情勢等で燃料・飼料や食料品の高騰が続く等、農と食を取り巻く

環境がいっそう悪化している。 

今後は、食料自給率の抜本的向上を国の政策の柱に据え、農業が本来の役割

を発揮し、食料の安全が保障される国への転換が求められる。 

 よって、国におかれては、生産者の意見等を踏まえながら、食料安全保障及

び持続可能な農業振興の対策強化に向けて、下記事項に取り組まれるよう強く

要望する。 

記 

１ 将来にわたり農業・農村が持続的に発展し、食料自給率及び食料国産率を

向上させるため、農業経営の法人化・大規模化のための農業人材の確保・育

成やスマート農業技術の実装など生産基盤の強化に関する施策を講ずるこ

と。また、農業の中心的な担い手となっている大小多様な家族経営が営農を

続けられるように、経営安定化に向けた支援を強化すること。 

２ 但馬牛、山田錦などのような県産ブランド産品の維持・育成に向けた試験

・研究、品種改良、産地形成、輸出拡大等の取組について、予算や人材確保

等の支援策を拡充すること。 

３ 米･麦･野菜･果樹などと畜産が結びついた耕畜連携の農業、水田の多面的

利用が促進できるよう支援を行うこと。また、農林業の生産や加工・販売な

ど、地域の資源を生かした循環型の経済で農山村での雇用や所得の機会を増

やすよう支援策を講ずること。 

 

以上、地方自治法第 99 条の規定により意見書を提出する。 

 

 

 

  

112の(2)



令和４年６月９日 

 

衆議院議長  

様 

参議院議長  

内閣総理大臣  

内閣官房長官  

総務大臣  

財務大臣  

農林水産大臣  

 

兵庫県議会議長  藤 本 百 男 

112の(3)



 



意 見 書 案 提 出 書 

 
別紙「鉄道路線の維持・存続及び利便性向上に向けた国の積極的関与を求める

意見書」(案)について議決の上、関係方面に提出されたく、兵庫県議会会議規則

第15条第１項の規定に基づき提出します。 

（理由） 
 本県の公益に関わる事案であり、関係方面に然るべき対応を求めるため 
 
  令和４年６月９日  

 
 兵庫県議会議長  藤 本 百 男  様 
 
         提出者 兵庫県議会議員          伊  藤     傑 

            〃        内  藤  兵  衛 

             〃        上  野  英  一 

            〃        伊  藤  勝  正 

             〃        高  橋  みつひろ 

            〃        ね り き  恵  子 

             〃        北  口  寛  人 

            〃        山  口  晋  平 

            〃        黒  田  一  美 

             〃        島  山  清  史 

            〃        齊  藤  真  大 

             〃        き  だ     結 

            〃        村  岡  真 夕 子 

            〃        か わ べ  宣  宏 

            〃        五  島  壮 一 郎 

            〃        北  上  あきひと 

             〃        竹  尾  と も え 

             〃        門     隆  志 

             〃        入  江  次  郎 

              

 

113の（1）



 
 

意見書案  第 113 号                                      

 

     鉄道路線の維持・存続及び利便性向上に向けた国の積極 

的関与を求める意見書 

 

都市部への人口集中は、新型コロナウイルス感染症等の蔓延防止、あるいは

近年頻発する自然災害の被害軽減の観点から、大きなリスクをはらんでいる。

また、地方部においては、人口減少や高齢化が進み、放棄田や老朽家屋の放置

が進み、国土の保全すら困難な状況になりつつある。 

このような中、ＩＣＴの進展とも相まって、国は、人、もの、資本の地方回

帰を誘導している。 

一方、人等の地方回帰を促進させるためには、ユニバーサルサービスとも言

える移動手段を確保することが不可避である。この根幹をなす鉄道の維持及び

利便性の向上は将来にわたり地域活性化を支え国土を維持するための必須の要

素であり、持続可能な地域社会を次世代に引き継ぐために国として対応すべき

政策である。加えて、若年層を含む移動困難者の通院・買い物等、安全・安心

な日常生活を可能ならしめるには、災害時のリスクヘッジとしても移動手段の

多様性を維持させることへの対策が急がれる。 

よって、国として、鉄道路線、とりわけ利用者の少ないＪＲローカル線など

経営の厳しい地方部の鉄道路線の維持・存続及び利便性向上について、下記の

事項について特段の措置を講ずられることを強く要望する。 

記 

１ 鉄道が広く国民にユニバーサルサービスを提供する社会基盤であるとの認

識のもと、ＪＲローカル線などの路線の維持・存続については、自治体や事

業者任せにするのではなく国の責任で実施すること。 

２ 鉄道が地方創生及び温室効果ガスの排出抑制に不可欠な移動手段であると

の認識のもと、持続可能性を充分に考慮し、鉄道の利便性向上に向けた地方

及び鉄道事業者の取組を積極的に支援すること。 

 

以上、地方自治法第 99 条の規定により意見書を提出する。 
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令和４年６月９日 

 

衆議院議長  

 

様 

参議院議長  

内閣総理大臣  

内閣官房長官  

総務大臣  

財務大臣  

国土交通大臣   

 

兵庫県議会議長  藤 本 百 男 

113の（3）



 



意 見 書 案 提 出 書 

 
別紙「今後の観光振興への支援を求める意見書」(案)について議決の上、関係

方面に提出されたく、兵庫県議会会議規則第15条第１項の規定に基づき提出しま

す。 

（理由） 
 本県の公益に関わる事案であり、関係方面に然るべき対応を求めるため 
 
  令和４年６月９日  

 
 兵庫県議会議長  藤 本 百 男  様 
 
         提出者 兵庫県議会議員          伊  藤     傑 

            〃        内  藤  兵  衛 

             〃        上  野  英  一 

            〃        伊  藤  勝  正 

             〃        高  橋  みつひろ 

            〃        ね り き  恵  子 

             〃        北  口  寛  人 

            〃        山  口  晋  平 

            〃        黒  田  一  美 

             〃        島  山  清  史 

            〃        齊  藤  真  大 

             〃        き  だ     結 

            〃        村  岡  真 夕 子 

            〃        か わ べ  宣  宏 

            〃        五  島  壮 一 郎 

            〃        北  上  あきひと 

             〃        竹  尾  と も え 

             〃        門     隆  志 

             〃        入  江  次  郎 

              

 

114の（1）



 
 

意見書案 第 114 号                    

 

今後の観光振興への支援を求める意見書 

 

地域経済を支える重要な産業である観光業は、コロナ禍の観光客減少によ

り、長期間にわたって大きな打撃を受けている。 

３年ぶりに行動制限がなかった今年のゴールデンウィークには、各地で人出

は増えたものの、コロナ前と同水準まで回復したとはいえない状況にあり、更

なる観光需要の喚起が不可欠である。 

そのためには、Ｇｏ Ｔｏトラベル事業とインバウンドの再開に期待が寄せ

られるところであるが、引き続き、基本的なコロナ感染対策の徹底も重要であ

り、再開に当たっては、感染拡大への対応を並行して進める必要がある。 

よって、国におかれては、感染拡大防止対策と社会経済活動の両立を図りな

がら観光需要を喚起する支援策を講じるよう下記事項について強く要望する。 

記 

１ 観光需要を回復させるためにも、コロナ収束に向けた対策を抜本的に強化

したうえで、都道府県などの要望に基づき、Ｇｏ Ｔｏトラベル事業も含め

た地域観光事業への支援強化を行うこと。また、ワクチン接種歴や検査など

を活用した仕組みなど、内容や運用について早急に示し、事業開始までに十

分に周知すること。 

２ 観光事業者が行う感染防止対策等に対する十分な支援策を講ずること。 

３ インバウンドの回復に向け、他国におけるワクチン接種の進展に応じ、外

国人観光客の入国制限を段階的に緩和する条件やロードマップを、科学的根

拠に基づき示すこと。 

４ 事業継続の危機にある観光関連事業者に対しては、観光産業に特化した給

付金の支給を実施するなど直接支援を行うこと。 

 

以上、地方自治法第 99 条の規定により意見書を提出する。 
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令和４年６月９日 

 

衆議院議長  

 

 

様 

参議院議長  

内閣総理大臣  

内閣官房長官  

総務大臣  

財務大臣  

厚生労働大臣  

経済産業大臣   

国土交通大臣   

 

兵庫県議会議長  藤 本 百 男 

114の（3）



 



意 見 書 案 提 出 書 

 
別紙「物価高騰対策強化を求める意見書」(案)について議決の上、関係方面に

提出されたく、兵庫県議会会議規則第15条第１項の規定に基づき提出します。 

（理由） 
 本県の公益に関わる事案であり、関係方面に然るべき対応を求めるため 
 
  令和４年６月９日  

 
 兵庫県議会議長  藤 本 百 男  様 
 
         提出者 兵庫県議会議員          伊  藤     傑 

            〃        内  藤  兵  衛 

             〃        上  野  英  一 

            〃        伊  藤  勝  正 

             〃        高  橋  みつひろ 

            〃        ね り き  恵  子 

             〃        北  口  寛  人 

            〃        山  口  晋  平 

            〃        黒  田  一  美 

             〃        島  山  清  史 

            〃        齊  藤  真  大 

             〃        き  だ     結 

            〃        村  岡  真 夕 子 

            〃        か わ べ  宣  宏 

            〃        五  島  壮 一 郎 

            〃        北  上  あきひと 

             〃        竹  尾  と も え 

             〃        門     隆  志 

             〃        入  江  次  郎 

              

 

115の（1）



 
 

意見書案  第 115 号                               

 

物価高騰対策強化を求める意見書 

 

新型コロナウイルス感染症の蔓延により社会経済活動が制約されるなか、ロ

シア軍のウクライナ侵略等を巡る国際情勢の影響は、日本社会にも大きく及ん

でいる。原油価格の高騰、原材料･資材価格の上昇等は、企業や事業者の経営

に打撃を与え、また食料品をはじめとする生活関連物資の価格の高騰が続き、

国民生活を直撃している。特に非正規労働者や一人親家庭等においては、生活

困窮に陥ることが危惧されるところである。勤労者の所得が低迷するなかでの

物価高騰により購買力が低下し、更なる地域経済の悪化や地方自治体の行財政

運営の深刻化をもたらす恐れも指摘をされる。 

政府においては「コロナ禍における「原油価格･物価高騰等総合緊急対策｣｣

を決定されたところであるが、ウクライナ問題をはじめ国際情勢は今後も先行

きが見通せず、新型コロナウイルス感染症の蔓延も予断を許さない状況であ

る。 

よって、国におかれては、国民生活の実態に即した更なる物価高騰対策を適

時に講ずるため、下記事項に取り組まれるよう強く要望する。 

記 

１ 原油や生活関連物資等の価格動向とその影響を注視し、迅速かつ機動的な

追加対策を講じること。 

２ 産業･雇用を維持する観点から雇用創出事業を強化するとともに、賃上げ

を含む雇用環境の向上に努めること。 

３ 農林水産業、製造業、交通運輸産業、食品産業等、産業界全体に対する、

原油価格高騰の影響を緩和するための総合的な支援策を的確に実施するこ

と。 

４ 生活扶助基準への物価上昇分の上乗せを図ること。 

 

以上、地方自治法第 99 条の規定に基づき、意見書を提出する。 
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令和４年６月９日 

 

衆議院議長  

 

様 

参議院議長  

内閣総理大臣  

内閣官房長官  

総務大臣  

財務大臣  

厚生労働大臣  

経済産業大臣   

 

兵庫県議会議長  藤 本 百 男 

115の（3）



 



意 見 書 案 提 出 書 

 
別紙「石綿（アスベスト）健康被害救済法等の見直しを求める意見書」(案)に

ついて議決の上、関係方面に提出されたく、兵庫県議会会議規則第15条第１項の

規定に基づき提出します。 

（理由） 
 本県の公益に関わる事案であり、関係方面に然るべき対応を求めるため 
 
  令和４年６月９日  

 
 兵庫県議会議長  藤 本 百 男  様 
 
         提出者 兵庫県議会議員          伊  藤     傑 

            〃        内  藤  兵  衛 

             〃        上  野  英  一 

            〃        伊  藤  勝  正 

             〃        高  橋  みつひろ 

            〃        ね り き  恵  子 

             〃        北  口  寛  人 

            〃        山  口  晋  平 

            〃        黒  田  一  美 

             〃        島  山  清  史 

            〃        齊  藤  真  大 

             〃        き  だ     結 

            〃        村  岡  真 夕 子 

            〃        か わ べ  宣  宏 

            〃        五  島  壮 一 郎 

            〃        北  上  あきひと 

             〃        竹  尾  と も え 

             〃        門     隆  志 

             〃        入  江  次  郎 

              

 

116の（1）



 
 

意見書案  第 116 号       

 

石綿（アスベスト）健康被害救済法等の見直しを求める意見書 

 

アスベストによる健康被害は拡大しており、アスベスト特有の癌である中皮

腫による死亡者数は 2020 年には全国で 1,600 人を超え、石綿肺がんを加える

とアスベストによる年間死亡者数は約 5,000 人と推定される。 

本県はかつてアスベストを扱った工場が多く、2005 年に県内アスベスト工

場の労働者や周辺住民の健康被害が判明し社会問題化した。それが契機になり

2006 年３月に石綿健康被害救済法が制定された。同法施行によりアスベスト

による健康被害のうち労災補償の対象にならない周辺住民の環境被曝等の被害

者が救済対象となり、加えて労災補償を受けずに亡くなった労働者の遺族には

特別遺族給付金が支給されることになった。2011 年の法改正では、特別遺族

給付金の請求期限が延長されるとともに、支給対象が拡大されている。 

2016 年 12 月に環境省中央環境審議会環境保険部会石綿健康被害救済小委員

会が取りまとめた「石綿健康被害救済制度の施行状況及び今後の方向性につい

て」では、同制度の５年以内の見直しが必要であるとされた。昨年 12 月には

取りまとめから５年が経過した。 

治療環境の変化や新たな司法判断が示される等、制度を取り巻く状況は大き

く変化しており、認定基準や療養手当・給付金の見直し、治療研究促進のため

の「石綿健康被害救済基金」の活用、労災時効となった遺族を対象とした給付

金の請求権延長、昨年成立した建設アスベスト給付金法で創設された補償基金

に建材メーカーからも拠出すること等が求められている。このことから、国で

は、石綿健康被害救済制度の評価・検討を行う、石綿健康被害救済小委員会を

開催するなど、制度見直しに向けた動きが見られている。 

よって、国におかれては、石綿（アスベスト）健康被害救済法等の見直しに

取り組まれるよう要望する。 

 

以上、地方自治法第 99 条の規定に基づき、意見書を提出する。 
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令和４年６月９日 

 

衆議院議長  

様 

参議院議長  

内閣総理大臣  

内閣官房長官  

総務大臣  

財務大臣  

厚生労働大臣  

環境大臣   

                            

兵庫県議会議長  藤 本 百 男 

116の（3）



 



意 見 書 案 提 出 書 

 
別紙「ヤングケアラーへ支援充実を求める意見書」(案)について議決の上、関

係方面に提出されたく、兵庫県議会会議規則第15条第１項の規定に基づき提出し

ます。 

（理由） 
 本県の公益に関わる事案であり、関係方面に然るべき対応を求めるため 
 
  令和４年６月９日  

 
 兵庫県議会議長  藤 本 百 男  様 
 
         提出者 兵庫県議会議員          伊  藤     傑 

            〃        内  藤  兵  衛 

             〃        上  野  英  一 

            〃        伊  藤  勝  正 

             〃        高  橋  みつひろ 

            〃        ね り き  恵  子 

             〃        北  口  寛  人 

            〃        山  口  晋  平 

            〃        黒  田  一  美 

             〃        島  山  清  史 

            〃        齊  藤  真  大 

             〃        き  だ     結 

            〃        村  岡  真 夕 子 

            〃        か わ べ  宣  宏 

            〃        五  島  壮 一 郎 

            〃        北  上  あきひと 

             〃        竹  尾  と も え 

             〃        門     隆  志 

             〃        入  江  次  郎 

              

 

117の（1）



意見書案  第 117 号                            

 

ヤングケアラーへ支援充実を求める意見書 

 

近年、家族の介護や世話などを日常的に行っている 18 歳未満の子ども、い

わゆる「ヤングケアラー」に対する教育面や福祉面に関する課題が浮き彫りに

なっており、国の実態調査では、小学６年生の約 15 人に１人が世話をする家

族がいると答え、平日１日に世話に費やす時間が７時間を超える、負担が重い

児童も約 7.1％となっている。 

その一方で、中高生の８割以上がヤングケアラーを「聞いたことはない」と

回答しており、支援の必要性を自認していない児童も一定数いるとみられてい

ることから、ヤングケアラーを早期に発見し、関係機関が連携した適切な支援

につなげることが重要である。 

国では、2022 年度から３年間を集中取組期間に設定し、社会的認知度の向

上を推進するとともに、行政と福祉や医療、介護などの支援機関とのつなぎ役

である「ヤングケアラー・コーディネーター」の配置や、自治体による職員研

修などに対する補助も行うこととしており、着実な支援充実が求められてい

る。 

ヤングケアラーは制度のはざまにある複合的な問題であり、行政や地域全体

での支援が欠かせないが、行政では福祉や医療、教育など関係する部署が多岐

にわたり、施策を推進する主体が明確でないため、役割を明らかにした横断的

な体制の整備が必要である。 

よって、国におかれては、調査結果を踏まえたヤングケアラーへの支援の充

実に向け下記項目に取り組むことを強く要望する。 

記 

１ 積極的な広報活動・啓発の展開により、ヤングケアラーに対する社会的認

知度を高めること。 

２ 国、都道府県、市区町村、または事業者および関係機関の役割を明らかに

するとともに、相互連携を図ることにより、地域全体でヤングケアラーへの

支援を行う体制を構築すること。 

３ 地方自治体が行う相談窓口の設置、ヤングケアラー同士が集える居場所づ

くり、ヤングケアラー・コーディネーターの配置や職員等への研修などのヤ

ングケアラー支援の取組に対し、地域の実情に応じた必要な支援が適切に推

進できるよう、国の財政措置をより充実させること。 
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４ ケアを受ける人もケアをする人も安心して利用できるよう介護・福祉制度

を拡充するとともに、ヤングケアラーの支援を拡充する法律・制度を整備す

ること。 

 

 以上、地方自治法第 99 条の規定により意見書を提出する。 

 

令和４年６月９日 

 

衆議院議長  

様 

参議院議長  

内閣総理大臣  

内閣官房長官  

総務大臣  

財務大臣  

文部科学大臣  

厚生労働大臣  

       

兵庫県議会議長  藤 本 百 男 
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意 見 書 案 提 出 書 

 
別紙「学校給食の無償化を求める意見書」(案)について議決の上、関係方面に

提出されたく、兵庫県議会会議規則第15条第１項の規定に基づき提出します。 

（理由） 
 本県の公益に関わる事案であり、関係方面に然るべき対応を求めるため 
 
  令和４年６月９日  

 
 兵庫県議会議長  藤 本 百 男  様 
 
         提出者 兵庫県議会議員          伊  藤     傑 

            〃        内  藤  兵  衛 

             〃        上  野  英  一 

            〃        伊  藤  勝  正 

             〃        高  橋  みつひろ 

            〃        ね り き  恵  子 

             〃        北  口  寛  人 

            〃        山  口  晋  平 

            〃        黒  田  一  美 

             〃        島  山  清  史 

            〃        齊  藤  真  大 

             〃        き  だ     結 

            〃        村  岡  真 夕 子 

            〃        か わ べ  宣  宏 

            〃        五  島  壮 一 郎 

            〃        北  上  あきひと 

             〃        竹  尾  と も え 

             〃        門     隆  志 

             〃        入  江  次  郎 
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意見書案 第 118 号             

 

学校給食の無償化を求める意見書 

 

憲法は第 26 条で、教育基本法は第４条で、学校教育法は第６条でそれぞれ

義務教育の無償を定めている。 

しかし実際には、教材費、制服、体操着、学用品、給食費、修学旅行積立金

などを家庭が負担しており、中でも、2018 年度学校給食実施状況等調査では

全国平均で小学校が年間に 47,773 円、中学校が 54,351 円と給食費が最も多く

なっている。 

文部科学省の事務次官通達では、食材費の負担を必ずしも保護者に求めなく

てもよい旨が記載され、政府も国会で、義務教育の無償化をできるだけ早く広

範囲に実現したいということ、学用品、学校給食費、できれば交通費も無償対

象にとの答弁を行っている。 

家庭の経済的負担に鑑み、給食費負担の軽減に踏み出す自治体の数は 2017

年度「学校給食費の無償化等の実施状況」及び「完全給食の実施状況」の調査

結果では、1,740 自治体のうち、小中学校とも無償化が 76 自治体、それ以外

の一部無償化・補助を実施しているのが 430 自治体、合わせて 506 自治体であ

り、３割に満たない。 

2005 年に食育基本法が制定されたことにより、学校給食法が大きく改正さ

れ、食育推進のための学校給食が学校教育の重要な柱とされており、その充実

をはかることが求められる中、給食無償化の成果を問う調査では、生徒では栄

養バランスの良い食事の摂取や残食を減らす意識が向上、保護者では親子で食

育について話す機会が増えたこと、学校では食育の指導に関する意識が向上し

たなど、食育への前向きな影響を示唆しており、学校給食無償化は、学校給食

法に規定されている「学校給食の普及充実及び学校における食育の推進」にも

寄与するものである。 

加えて、新型コロナウイルス感染症による家計への影響、ロシアによるウク

ライナ侵略の影響による物価高騰などで、家庭の経済的負担を軽減する必要性

は高まっている。 

よって、子育て世帯の経済的負担を軽減し、学校教育の柱の一つでもある食

育推進の効果も大きい給食費の無償化への支援を国の政策として行うことを求

める。 

 

以上、地方自治法第 99 条の規定により意見書を提出する。 
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令和４年６月９日 

 

衆議院議長  

様 

参議院議長  

内閣総理大臣  

内閣官房長官  

総務大臣  

財務大臣  

文部科学大臣  

          

兵庫県議会議長  藤 本 百 男 
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議 会 運 営 委 員 会 委 員 名 簿 
 

令和４年６月９日 
 
 

                   吉    岡     た  け  し 
 

          石        井         秀    武 
 
          谷        口         俊    介 
 
          藤    本     百    男 
 

島    山     清    史 
 

          黒    田     一    美 
 

上    野     英    一 
 

伊    藤     勝    正 
 
          北    口     寛    人 
 

伊    藤          傑 
 

山    口     晋    平 
 

内    藤     兵    衛 



 
 

常 任 委 員 会 委 員 名 簿 
 

（令和４年６月９日） 

区  分 
（定数） 

総 務 
（１３） 

健 康 福 祉 
（１３） 

産 業 労 働 
（１２） 

農 政 環 境 
（１２） 

建     設 
（１２） 

文     教 
（１２） 

警     察 
（１２） 

委 員 長 福 島 茂 利 戸井田 ゆうすけ 越 田 浩 矢 門 間 雄 司 奥 谷 謙 一 前 田 ともき 島 山 清 史 

副委員長 北 上 あきひと 小 泉 弘 喜 富 山 恵 二 風 早 ひさお 長 瀬 たけし 橘   秀太郎 松 本 裕 一 

委 員 

松 井 重 樹 

庄 本 えつこ 

石 井 秀 武 

北 浜 みどり 

藤 田 孝 夫 

石 井 健一郎 

高 橋 みつひろ 

伊 藤 勝 正 

松 田 一 成 

山 本 敏 信 

藤 原 昭 一 

門   隆 志 

き だ   結 

竹 内 英 明 

しの木 和 良 

大 谷 かんすけ 

丸 尾   牧 

上 野 英 一 

北 口 寛 人 

伊 藤   傑 

原   吉 三 

山 口 晋 平 

大 豊 康 臣 

関 口 正 人 

徳 安 淳 子 

栗 山 雅 史 

北 野   実 

いそみ 恵 子 

黒 田 一 美 

岸 本 かずなお 

村 岡 真夕子 

内 藤 兵 衛 

中 野 郁 吾 

坪 井 謙 治 

中 田 英 一 

迎 山 志 保 

春 名 哲 夫 

浜 田 知 昭 

谷 口 俊 介 

黒 川   治 

入 江 次 郎 

相 崎 佐和子 

中 田 慎 也 

岸 口 みのる 

あしだ 賀津美 

藤 本 百 男 

北 川 泰 寿 

向 山 好 一 

永 田 秀 一 

 

天 野 文 夫 

松 本 隆 弘 

原   テツアキ 

かわべ 宣 宏 

長 岡 壯 壽 

竹 尾 ともえ 

小 池 ひろのり 

齊 藤 真 大 

ねりき 恵 子 

岡   つよし 

中 島 かおり 

木 戸 さだかず 

吉 岡 たけし 

谷 井 いさお 

水 田 裕一郎 

大 前 はるよ 

小 西 隆 紀 

五 島 壮一郎 

石 川 憲 幸 

（注）建設、警察常任委員会は欠員１名、農政環境常任委員会は欠員２名 



常任委員会並びに議会運営委員会の閉会中の継続調査事項申出一覧表  
 

令和４年６月９日  
 

総務常任委員会  
１ 県民との情報共有の推進について  
２ 市町振興について  
３ 公文書の管理・県政情報の公開等の推進について  
４ 県政を支える職員の養成と働き方改革の推進について  
５ 元町地域の活性化の推進について  
６ 地方分権の推進について  
７ 新たな兵庫の創生に向けた総合的推進について  
８ 情報化の推進について  
９ 持続可能な行財政基盤の確立について  
10 参画と協働の推進と安全で安心な暮らしの実現について  
11 県民文化の創造について  
12 男女共同参画の推進と青少年の健全育成について  

 

健康福祉常任委員会  
１ 地域福祉力の向上と社会福祉基盤の充実について  
２ 高齢者の安心確保と子ども・子育て支援の充実  
３ ユニバーサル社会づくりと障害者のくらし支援について  
４ 医療確保と健康づくりについて  
５ 感染症等対策の推進について  

 
産業労働常任委員会  

１ 産業労働施策の総合的な推進について  
２ 産業競争力の向上について  
３ 人材の確保・育成について  
４ 交流の促進について  

 
農政環境常任委員会  

１ 食料の安定供給と農林水産業の持続的発展について  
２ 農業の振興と農村の活性化について  
３ 林業の振興と森林の有する多面的機能の維持・向上について  
４ 水産業の振興と漁港・漁村の活性化について  
５ 環境適合型社会の形成と地球環境問題への対応及び自然環境の保  

全･再生について  
６ 地域環境負荷の低減と循環型社会の構築について 



建設常任委員会  
１ 交通基盤等の整備について  
２ 安全・安心な県土づくりについて  
３ 魅力あるまちづくりについて  
４ 快適な住まいづくりについて  
５ 企業庁事業の推進について  
 

文教常任委員会  
１ 「生きる力」を育む教育の推進について 

２ 子どもたちの学びを支える環境の充実について 

３ 人生 100 年を通じた学びの推進について 

 
警察常任委員会  

１ 警察組織・活動基盤の整備充実について  
２ 重要犯罪の徹底検挙について  
３ 暴力団の壊滅と組織犯罪対策の推進について  
４ サイバーセキュリティ対策の推進について  
５ 人身安全関連事案への的確な対応と特殊詐欺対策を始めとする地域  

の安全安心を守る犯罪抑止対策の推進について  
６ 安全・安心・快適な交通社会の実現について  
７ テロ対策、大規模災害対策等の推進について  

 
議会運営委員会  

１ 次期定例会の日程等議会の運営に関する事項について  
２ 議会の会議規則、委員会条例等に関する事項について  
３ 議長の諮問に関する事項について  



 

議会内における選挙の円滑な運営に係る確認事項 

 

  本県議会における議会内選挙の適正な運営に向けて、氏名を正確に記載することの

徹底が図られたところであるが、改めて、有効・無効の判断が難しい投票がある場合

の議事運営について、下記のとおり確認する。 

 

 １ 開票作業 

  ⑴ 開票作業に当たる職員は、投票用紙の記載内容を立会人が確認できるよう、丁

寧に開票作業を進めることとし、有効・無効の判断が難しい投票については、あ

らかじめ、他の投票と明確に区別する。 

  ⑵ 立会人は、上記１⑴で区別された投票について、速やかに有効・無効の判断を

行い、必要な場合は、自らの意見を議長あて表明する。 

 

 ２ 結果の報告 

   議長は、上記１⑵の立会人の意見を聞いた上で、投票の有効・無効を決定し、選

挙結果の報告を行う。 

ただし、投票の有効・無効に係る立会人の意見が分かれるなど、選挙に関する疑

義が生じた場合は、会議規則第 34条の規定により、議長が会議にはかって決める。 

 

 ３ 異議申し立て 

    上記２の選挙結果の報告に対して異議のある議員は、報告の後、直ちに議長の許

可を得た上で、議席において、その内容を明らかにした上で異議申し立てを行う。 

 

 ４ 効力の決定 

  ⑴ 議長は、選挙に関する疑義が生じた場合、または、異議申し立てがあった場合

には、この取扱に係る議事運営について協議を行う議会運営委員会（改選年等で

議運未設置の場合は各会派代表者会議、以下同じ）を開催するため、会議を暫時

休憩する。なお、議場の開鎖に当たっては、議長は職員に対して投票用紙の保存

を命じる。 

  ⑵ 議会運営委員会において、表決方法（記名投票、無記名投票、起立表決）等を

決定した後、会議を再開し、議員の表決により、投票の有効・無効を決する。 

  ⑶ 上記４⑵の議会運営委員会では、必要に応じて開票結果に係る立会人の意見等

を聴取するとともに、議員が自身の態度を判断する際に必要な措置を協議するこ

ととする。 
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